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研究成果の概要（和文）：本研究は女性における社会的要因（仕事、家庭生活、世帯状況）の健康影響メカニズ
ムの解明と社会的健康格差の把握を目的として実施した。
本研究において、就労世代の女性の社会的健康格差が2010年代に拡大傾向にあったことを把握した。また、雇用
形態と主観的健康感に関連がみられ、この関連は世帯構造や世帯の経済状況によって異なることを把握した。加
えて女性の職業が自然死産リスクに影響している可能性、社会的支援を提供する役割を担うことが期待されてい
る女性にとって、家庭における役割や居住形態が健康に強い影響を与えている可能性も示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to elucidate the health effect of social 
factors relating to work and family life and to grasp the trend of social health disparity among 
women in Japan. We found an association between employment type and subjective health, which varies 
depending on the household structure and economic conditions. We also found that the risk of natural
 stillbirth differed by the mother's occupation and that the family environment factors have a great
 influence on the health of women who are expected to play the role of providing social support 
throughout their lives. We also identified that the social disparities in the health of working-age 
women tended to widen in the 2010s.Widened health disparities among women could be a result of the 
delay in the establishment of a system to support female workers. 
From the results shown in this study, a public health approach paying attention to working and 
family environments surrounding women was suggested to be important.

研究分野：社会疫学

キーワード： 健康格差　　ジェンダー　　社会疫学

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本において女性の社会的健康格差は拡大の傾向がみられたが、これは、就労参加が促進したにもかかわらず、
就労をサポートする制度整備が遅れたからではないかと考える。また、就労や家庭生活における様々な要因が健
康と関連があるという結果から、今後、女性を取り巻く就労環境、家庭環境に留意した公衆衛生アプローチが重
用であることが示唆される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
性別役割分業規範（男は外で働き、女は家事・育児）の強い日本社会において、女性は仕事
と家庭生活との両立を求められており、その結果、女性の仕事や家庭生活に関連する要因（家
庭と仕事の葛藤、介護・子育ての有無など）の健康影響が大きいことが先行研究により示唆さ
れている。また、世帯形態の多様化がすすみ、女性の独居あるいはひとり親世帯の増加とその
相対的に高い貧困率から、世帯の状況（世帯構造・世帯収入等）により仕事や家庭生活の要因
の健康影響が異なることが推察される。しかし、家庭や仕事に関する要因と世帯状況の両者を
考慮しその健康影響を包括的に検証した研究はほとんど行われていない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、女性における仕事や家庭生活ならびに世帯状況といった社会的要因の健康影響メ
カニズムの解明、社会的健康格差の把握と健康格差縮小への社会的アプローチに関する根拠の
取得を目的に実施した。 
 
３．研究の方法 
上記の目的のため、下記の 5つの研究を計画し実施した。 
研究１： 次世代多目的コホート研究 (JPHC NEXT)による検討 
次世代コホート研究は平成24年から９地域（佐久・横手・香南・安芸・筑西・大洲・雲仙・
南島原・二戸）の40～69歳の住民約11万人（内女性約6万人）を対象とし、身体的健康、精神健
康、生活習慣、社会的役割、仕事と家庭の対立、介護状況、雇用形態の情報に加えて、社会心
理要因や社会経済要因に関する情報を検診と自記式質問紙により収集している。 
本研究では、質問紙調査データを用いて、家庭や仕事に関する要因（家庭と仕事の対立、雇
用形態）と主観的健康感の関連に関する横断研究を実施した。 
 
研究２：国民生活基礎調査データによる検討 
国民生活基礎調査は、全国の世帯及び世帯員を対象とした層化無作為抽出による調査であ
る。本研究では平成25年度調査データ（健康票、世帯票）の利用申請をし、利用可能となった
匿名データのうち20歳以上の成人を対象として、家庭における役割と主観的健康感、精神健
康、健康行動との関連を横断的に検討した。また、昭和61年から平成25年の間に実施された国
民生活基礎調査データ（健康票、所得・貯蓄票、世帯票）の利用申請も行い、主観的健康感の
世帯収入による健康格差の年次変化を性別、年齢群別に検証した。 
 
研究 3：子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）による検討 
 子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）は 2011 年から 2014 年のリクルート期
間に全国 15 の地域ユニットにおいて登録された妊婦と子ども約 10 万組の親子を対象とし、健
診と自記式質問紙などによる情報収集を子供が 13歳になるまで継続して実施する研究である。 
本研究では出産前ならびに産後 1ヶ月の母親を対象に実施した質問紙調査のデータを用いて、
母親の妊娠期の居住形態と出産後 1か月の産後うつ傾向発症の関連について検討した。 
 
研究 4：日本老年学的科学研究（JAGES 研究）による検討 
 日本老年学的科学研究（JAGES 研究）は 2010 に全国 28 市町村において 65歳以上の高齢者を
無作為抽出あるいは全抽出し、自記式質問紙により約 11 万人から情報を収集した。その後、3
年おきに同様の調査を実施し、2013 年には、全国 30市町村約 14 万人の高齢者のデータを収集
している。 
本研究では、2010 年と 2013 年の両調査が実施された 24 市町村に居住し、調査に参加した 65
歳以上の男女を対象に、居住形態と抑うつ症状発症の関連について、縦断研究を実施した。 
 
研究 5：人口動態統計調査データによる検討 
平成 7, 12, 17, 22, 27 年度人口動態調査 職業・産業別統計（出生票、死産票）ならびに平
成 7～29 年人口動態調査（死亡票）を用い、平成 7, 12, 17, 22, 27 年度に生まれたもしくは
自然死産した子を対象とし、母親の職業と出産後 1年時までの子の死亡の関連を検討した。 
 
４．研究成果 
研究 1：ＪＰＨＣ-ＮＥＸＴ研究  
雇用形態と主観的健康感の関連の検証 
平成 23-28 年（2011-16 年）に、日本全国の 8保健所管内の 40-74 歳の研究参加者約 84,000
人のうち、60歳未満で就労し、がん・循環器疾患の既往や身体機能制限がなく、雇用形態や主
観的不健康の情報がある女性 16,345 人を対象とした。本研究では雇用形態と主観的健康感の関
連とその媒介要因の検討を行った。 
主な独立変数は雇用形態（正規雇用、非正規雇用：パート・アルバイト/契約社員/派遣社



員、自営）、従属変数は主観的不健
康（主観的健康感の質問に、あま
り良くない・良くないと回答）で
ある。また、家庭と仕事の葛藤を
雇用形態と主観的不健康感の関連
の媒介要因と仮説した。 
雇用形態と主観的不健康感の関
連を、多変量ロジスティック回帰
分析を用いて分析し、正規雇用を
基準とした非正規雇用、自営の調
整オッズ比を算出した。また、雇
用形態と主観的不健康感の関連を
等価世帯所得別、教育歴別、婚姻形態別に検討した。加えて、把握された関連が家庭と仕事の
葛藤によって媒介されるかどうかについての検討も実施した。 
 結果、正規雇用に対する非正規雇用、自営の主観的不健康のオッズは低かった。また、把握
された関連は世帯収入の高い群、教育歴の高い群、既婚者において顕著にみられた。非正規雇
用で主観的不健康感を持つ人の割合が低いという関連は家庭と仕事の葛藤を調整するとみられ
なくなり、非正規雇用者の主観的健康感が良いのは、彼女らの家庭と仕事の葛藤が低いことに
よって説明される可能性が示唆された。 
 
研究２：国民生活基礎調査データによる検討 
家庭内役割と主観的健康、精神健康、睡眠時間、健診受診行動の関連の検証 
女性における子育てや介護などの家庭内役割の有無と健康指標（主観的健康度、精神健康、短
時間睡眠、健康診断未受診）の関連を明らかにすることを目的に、平成 25 年国民生活基礎調査
の調査票情報を用いて分析を行った。 
平成25年国民生活基礎調査の調査票情報を用い、対象者は20-59歳の女性143,920人とした。
子育ては、18 歳未満の子どもとの同居と定義し、介護は、手助けや見守りを必要とする 6 歳以
上の世帯員を主となって世話していることと定義した。解析にあたっては、対象者を① 子育て
も介護もなし、②子育てのみ、③介護のみ、④子育てと介護の両方（ダブルケア）の 4群に分け、
主観的不健康、抑うつ症状あり（K6≧13）、短時間睡眠（1 日の平均睡眠時間 6 時間未満）およ
び過去 1 年間の健康診断未受診の調整オッズ比を、多変量ロジスティック回帰分析を用いて推
定した。 
結果、子育てや介護を行う女性は、どちらも行っていない女性に比べて、主観的不健康感、抑
うつ症状、短時間睡眠者や検診未受診者の割合が高かった。特に、子育てと介護の両方（ダブル
ケア）を行う女性ではこれらの割合が最も高い傾向がみられた。子育てと介護は、女性が自らの
健康のために使うことができる時間やリソースを制約し、その結果、彼女らの健康状態や健康行
動に影響した可能性が考えられる。本研究により、今後、子育てや介護を担う者、特にダブルケ
アを担う者に向けては重点的な健康支援を整える必要があることが示唆された。 
 
主観的健康感における社会的健康格差の年次変化 
昭和61年から平成25年の間に実施された国民生活基礎調査データ(n=731,647)を用いて、主観
的健康感・主観的不健康感の世帯収入による格差の年次変化を、性別、年齢群別に検証した。
主観的健康感・主観的不健康感の世帯収入による格差は、年次ごとに世帯収入による格差勾配
指数（Slope Indices of Inequality :SII）と格差相対指数（Relative Indices of 
Inequality: RII）を算出した。分析は性別、年齢群別（①6-18歳、②20-59歳、③60-69歳、④ 
70-79歳）に実施し、格差の推定は年齢（5歳ごと）、婚姻、県で調整した。 
年齢調整後の健康感の男女差は小さく、男女とも主観的健康感は年齢が高くなるにつれ下が
り、主観的健康感は年齢とともに上昇した。不健康感はあまり変化がなかったが、健康感は 2000
年代半ばまで下降を続け、その後変化が無いかやや上昇の傾向がみられた。格差勾配指数（Slope 
Indices of Inequality :SII）を使用し格差を検討した場合、主観的健康感の格差については、
未成年世代と就労世代において 2000 年代前半まで格差が縮小し、その後拡大方向へと転じた。
退職後年齢に関しては、特に 70 歳代において格差が縮小する傾向がみられた。主観的不健康感
については、未成年層には格差は見受けられず、就労世代では 2000 年代前半まで格差が縮小し
その後拡大方向へ転じた。退職後年齢層では格差はあるものの、その大きさに変化はなかった。
主観的不健康感について、統計的には男女の差は無かったが、特に就労世代の女性の健康格差が
2010 年代に拡大傾向がある傾向が見受けられた。格差相対指数での検討も行ったが、勾配指数
による検討と同じ傾向の結果が得られた。 
結果、未成年・就労世代において健康格差は 2000 年代前半まで格差が縮小し、その後拡大方
向へと転じた。特に就労世代の女性の健康格差が 2010 年代に拡大傾向があり、引き続き観察を
続ける必要性が強調された。女性の健康格差拡大の理由については、女性の就労参加が促進され
たにもかかわらず、就労をサポートする制度面の整備が遅れた。その結果生じた健康への影響に
経済基盤による格差が生じた可能性が考えられる。 
 



研究 3：子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 
居住環境（誰と同居しているか）と産後 1か月の産後うつ傾向発症の関連 
日本における産後うつ症状の発症率は 10％程度と推定されているが、そのリスク要因に関す
る検討は限定的である。そこで、本研究は欧米では見られない居住形態（例：親との同居な
ど）は社会的サポートの分布などを通して産後うつ症状の発症と関連があると仮説し、（１）
居住形態と産後うつ症状発症の関連、（２）把握された関連が世帯収入やパートナーの育児サ
ポートの多寡により異なるのか、を検証することを目的に実施した。 
出産前 2回ならびに産後 1ヶ月の質問紙調査のすべてに回答し、ベースライン時に精神疾患
既往・抑うつ症状がなく、主要項目に情報の欠損がない 86,490 人を対象とした。説明変数は居
住形態（パートナー・自分の親・義理の親との同居の有無）、結果変数は産後 1ヶ月の産後うつ
症状発症とし、多変量ロジスティック回帰分析を用いて分析した。また、世帯収入ならびにパ
ートナーの育児参加に関する評価レベル別の分析を実施した。 
産後 1ヶ月において 7,780 人
（9.0％）の産後うつ症状発症が
把握された。配偶者との同居な
し、自身の親と同居なし、配偶者
の親との同居なしが、それぞれ同
居ありの群と比較した調整オッズ
比（95％信頼区間）は、1.21 
(1.07-1.37), 1.13 (1.03-1.24), 
0.91(0.84-0.98)であった。ま
た、それらの把握された関連は、
パートナーの育児参加に関する評
価のレベルによってことなる傾向
がみられた。特に義理の親との同
居はそのリスクはパートナーの育
児参加に関する評価が高いと関連がみられないことを把握した。 
本研究の結果、妊娠期にパートナー、自分の親、他の子供と同居することは産後うつ症状発
症に予防的にはたらくが、反対に義理の親との同居はそのリスクを上昇させる傾向が示され
た。しかし、パートナーの育児参加に関する評価によってその関連は異なり、パートナーの育
児参加を促すような介入により、居住形態による産後うつ傾向発症への影響を軽減する可能性
が示唆された。 
 
研究 4：日本老年学的科学研究（JAGES 研究）による検討 
独居など居住形態と精神健康の関連が先行研究により把握されているが、その機序に関する検
証は限定的である。そこで、本研究は、JAGES プロジェクトの縦断データを用い、（１）居住
形態と抑うつ症状発症の関連、（２）把握された関連が居住地域のソーシャルキャピタルの多
寡により異なるのか、について検証することを目的とした。 
2010 年と 2013 年に実施した JAGES 調査に参加した 65 歳以上の高齢者のうち、ベースライン
時にうつ症状がなく、身体機能障害がなく、居住形態の情報があり、2013 年の抑うつ症状に関
する情報を持つ、男性 19,656 人、女性 22,513 人を対象とした。説明変数は居住形態、結果変
数は抑うつ症状発症（GDS 5 以上）とし、ロジスティック回帰分析を用いて、性別に分析し
た。また、同様の関連を社会参加のスコアーを用いて推定した地域の構造的ソーシャルキャピ
タルの水準（高・低）別に分析した。 
追跡期間中に男性
2490 人（13％）女性
2767 人（12％）の抑
うつ症状発症が把握
された。配偶者との
み同居を基準とし
た、独居、配偶者と
親と同居、配偶者と
子供と同居の調整オ
ッズ比（95％信頼区
間）は、男性でそれ
ぞれ 1.43 (1.18-
1.73), 1.47 (1.09-
1.98), 1.08(0.97-1.20)であった。女性ではそれぞれ 1.04(0.91-1.18), 0.82 (0.51-1.32), 
0.84(0.74-0.95)であり、男性と異なり独居との関連はみられず、また、配偶者と子どもとの同
居は抑うつには予防的に働くことが示された。 
構造的ソーシャルキャピタルの水準（高・低）別に居住形態と抑うつ発症との関連を分析した
結果、男性において、構造的ソーシャルキャピタルのレベルによって、居住形態の抑うつ症状
発症の関連が異なることが示された。特に、男性の独居は地域の構造的ソーシャルキャピタル



が高い群ではみられなかった。 
この結果、高齢者において誰と同居しているか（居住形態）は抑うつ症状発症リスクと関連
し、この関連は性別や居住している地域のソーシャルキャピタルのレベルによって異なること
が示された。これらの結果から、地域のソーシャルキャピタルの醸造を促すような介入によ
り、居住形態による抑うつ症状発症への影響を軽減する可能性が示唆された。 
 
研究 5：人口動態統計調査データによる検討 
母親の職業が子の出生１年後までの死亡に与える影響についての検討 
本研究は、母親の職業が妊娠 12 週以降出生までの死亡ならびに出生から出生１年後までの死
亡に与える影響について検討することを目的に実施した。平成 7, 12, 17, 22, 27 年度人口動
態調査 職業・産業別統計（出生票、死産票）ならびに平成 7～29 年人口動態調査（死亡票）を
用い、平成 7, 12, 17, 22, 27 年度に生まれたもしくは自然死産した子のうち、主要項目に情
報の欠損がない 5,253,798 人を対象とした。説明変数は母親の職業（管理・専門、事務、販売、
サービス、肉体労働、無職）、結果変数は(1)自然死産（自然死産なし＝出生時生存）、(2)新生児・
乳児死亡（新生児・乳児死亡なし＝出生 1年後生存）とし、多変量ロジスティック回帰分析を用
いて解析した。 
結果、全対象者のうち、自然死産は 59,571 人 (1.1%)、出生届のあった子 5,194,227 人のう
ち、新生児・乳児死亡は 12,513 人 (0.2%)だった。管理・専門と比較した、事務、販売、サービ
ス、肉体労働、無職の自然死産に関する調整オッズ比（95％信頼区間）は、1.24 (1.20-1.29), 
1.49 (1.42-1.57), 1.77 (1.70-1.85), 1.41 (1.29-1.56), 0.95 (0.93-0.96)であった。また、
新生児・乳児死亡を結果変数とした分析では、母親の職業との関連はみられなかった。 
本研究の結果、母親の
職業により自然死産の
割合が異なる可能性が
示された。特に、母親の
職業がサービス職であ
る場合、自然死産のリス
クが高い傾向がみられ
た。しかし、母親の職業
と出生後の死亡リスク
には関連がみられなか
ったことから、職業は妊
娠期においてより強く
影響する可能性が示さ
れた。職業により、重い
物の持ち上げや職業性
ストレスへの曝露などの労働環境や働き方等における違いがあると想定され、その影響が子の
生存結果の違いに影響している可能性が考えられる。本研究の結果から、妊娠期の母親の職業に
注意を払う必要が示唆された。 
 
考察 
本研究の結果、女性において、就労世代の社会的健康格差が 2010 年代に拡大傾向があるこ
と、仕事や家庭生活ならびに世帯状況といった社会的要因が強く健康に影響していることが把
握された。 
拡大の傾向が把握された女性の主観的健康感における社会的健康格差は、女性の就労参加が
促進されたにもかかわらず、就労をサポートする制度面の整備が遅れ、その結果生まれた経済
基盤における格差が健康に影響した可能性が考えられる。女性の職業に関する研究において
は、正規雇用者の主観的健康感が、非正規雇用、自営と比較して悪いことが把握されたが、こ
の関連は非正規雇用者の家庭と仕事の葛藤が正規雇用者と比較して低いことによって説明され
る可能性が示唆された。つまり、家庭と職場両方において役割を果たすことが期待される女性
が、両領域間のバランスをとるために非正規雇用を選択し、その結果、正規雇用と比較して主
観的健康感での改善がみられるのではないかと考えられる。また、女性の職業が自然死産リス
クに影響している可能性を示した結果により、今後の公衆衛生対策において母親の職業ならび
に働き方に注意を払う必要性が示唆されたと言える。世帯構造が女性の健康にさまざまな影響
を与えているという結果は、「誰と一緒に居住しているか」は、家庭において介護や育児など
様々な社会的支援を家族に提供する役割を担うことが期待されている女性の健康に、人生を通
して大きな影響を与えていることを示した。今後、これらの関連の因果関係についてさらに検
証する必要がある。 
本研究の結果から、女性の健康増進には、女性を取り巻く就労環境、家庭環境に留意した公
衆衛生アプローチが重要であることが示唆された。 
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